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第1 章 三井住友銀行発足当時の経営課題と取り組み

 1 三井住友銀行の誕生

◉合併初日、営業初日の動き
2001年（平成 13年）4月 1日、三井住友銀行が誕生した。この日の午前 11時から

最初の取締役会を開催して、役付取締役の選任、所要の規程・規則の制定や変更の承

認などを行い、取締役会長岡田明重、頭取西川善文の両経営首脳の下で、新銀行始動

の体制が整った。

発足当時の当行の全体像は図表 2─1─1 ①の通りであった。経営体制としては、取

締役会の機能の分化と強化を図り、取締役会は主に業務の執行を監督する機能を担っ

た。一方、取締役会の下には、業務執行に関する最高意思決定機関として経営会議を

設置した。経営会議は頭取が主宰し、頭取が指名する執行役員によって構成した。

業務執行に関する組織は、本社部門と業務部門で構成し、本社部門には、経営執行

を支援するスタッフ機能と、全行的なリスクマネジメント機能を集約したコーポレー

トスタッフ部門（経営企画部など 13部）、行内などに向けたさまざまなサービス提供

機能を集約したコーポレートサービス部門（事務統括部など 10部）、以上の各部門か

ら独立し、業務運営状況の客観的なチェック、およびその適切性を検証する機能を集

約した業務監査部門（監査部など 5部）を設けた。

業務部門については、市場分野、業務分野に対応して個人、法人（中堅・中小企業

取引）、企業金融（大企業取引）、国際、市場営業（トレジャリー業務）の 5部門と、

各部門のお客さまに金融サービスを提供する投資銀行部門という、計 6部門を設けた。

本社部門および業務部門の本店各部の拠点は、東京では大半を本店と大手町本部、

大阪では同じく大阪本店に配置したほか、神戸本部にも、関連する本店機能を配置し

た（中口絵参照）＊170。

＊170 この他、東西ともに、一部の本店機能を他の拠点（大手町ファーストスクエアなど）に配置した。
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2001年 4月 1日は日曜日であったため、営業開始は翌 2日であった。新銀行の発

足に備えて合併直前の 3月 31日午前零時から 4月 2日午前 7時まで一時休止してい

たオンラインサービスは、支店などの窓口が開く前から順調に稼働を開始した。

図表 2─1─1 ①　三井住友銀行の組織図（2001年 4月）
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合併初日と同様、幸い全国の多くの地域で天候に恵まれ、本店 1階ロビーの日比谷

通り沿い正面入り口付近では、8時 45分から、会長の岡田と頭取の西川によるテー

プカットなど、簡単なオープンセレモニーが行われた（中口絵参照）＊171。通りを隔て

た日比谷公園には花が咲き、春の気配があふれていたが、西川は、厳しさを増した経

営環境を念頭に、新銀行発足を、「寒風吹きすさぶ荒波への船出」と表現した。

この日、お客さまや投資家の皆さまをはじめ広く社会に、新銀行の営業開始をお知

らせするとともに、新銀行発足に当たっての決意、志をお伝えするために、主要各紙

に「三井住友銀行、本日営業開始」の全面広告を掲載した（中口絵参照）。

当行役職員（役員と従業員）向けには、頭取メッセージ「三井住友銀行発足にあ

たって」が発出された（中口絵参照）。この中で西川は、新銀行に対するお客さま、投

資家の皆さまをはじめとする各方面からの期待の大きさと、わが国経済社会における

責任の重さを指摘し、期待に応え、責任を果たすことにより、「お客さまの信頼」「市

場の信頼」を揺るぎないものとして、「最高の信頼」を得ていきたいと述べ、“三井住

友”を最高に信頼されるブランドとして確立していくために、役職員一同の力の結集

と弛まぬ努力を呼びかけた。

＊171 写真提供 三友新聞社

図表 2─1─1 ②　経営理念と行動規範

社　員

株　主

お客さま

〈経営理念〉 〈行動規範〉

お客さまに、よ
り一層価値ある
サービスを提供
し、お客さまと
共に発展する。

勤勉で意欲的な
社員が、思う存
分にその能力を
発揮できる職場
を作る。

事業の発展を通
じて、株主価値
の永続的な増大
を図る。

株主価値の増大に努めると同時に、顧客、社員等のステークホルダーとの健全な関係を
保つ。信用を重んじ、法律、規則を遵守し、高い倫理観を持ち、公正かつ誠実に行動する。

知識、技能、知恵の継続的な獲得・更新を行い、同時にあらゆる面における生産性向上
に注力し、他より優れた金融サービスを競争力のある価格で提供する。

お客さま一人一人の理解に努め、変化するニーズに合った価値を提供することにより、
グローバルに通用するトップブランドを構築する。

「選択と集中」を実践し、戦略による差別化を図る。経営資源の戦略的投入により、自
ら選別した市場においてトッププレイヤーとなる。

多様な価値観を包含する合理性と市場原理に立脚した強い組織を作る。意思決定を迅速
化し、業務遂行力を高めるために、厳格なリスクマネジメントの下、権限委譲を進める。

能力と成果を重視する客観的な評価・報酬制度の下で、高い目標に取り組んでいくこと
により、事業も社員も成長を目指す。

先進性と独創性を尊び積極果敢に行動し、経営のあらゆる面で常に他に先行することに
より、時間的な差別化を図る。



全面広告の中に掲載された決意、志や、頭取メッセージの骨子となったのは、新銀

行の経営理念と行動規範である（図表 2─1─1 ②）。経営理念は、三井住友銀行グルー

プの普遍的な考え方を示したもので、三井住友銀行グループが主要なステークホル

ダーであるお客さま、株主、社員と築こうとする関係の原理原則を表す。一方、行動

規範は、経営理念を実現していくために、当行グループの経営陣および社員が取るべ

き行動指針を示したものである。
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